
うるま市におけるICTツールを活用した
学校体育施設の利活用の可能性

令和4年2月16日
スポーツデータバンク沖縄株式会社
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提供できるスキル
サービスはあるが

提供機会・場所が少ない

既存の保持施設や
スペースをうまく
活用しきれていない

街に運動ができる
環境が少ない
情報を知らない
運動機会が減少

スキル・サービスを
生かした活躍機会の創出・

ビジネス拡大!

利用頻度の低い施設・
スペースの稼働率を上げ
顧客増員&売上アップ

地域資源を活用することで
新たな拠点

サービスの創出
地域活性・健康増進!
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スポーツデータバンク:ビジネスモデル3

近年の医療費増大という社会課題に対
して、地域施設などを活用し解決する
ビジネスコーディネートを行なってい
ます。健康増進拠点を開発し国民の健
康意識・習慣を変革させることで、一
人ひとりの充実した生産性の高い人生
を送るための仕組みやビジネスを目指
しています。多くの業界・自治体・行
政機関との連携によりスポーツ・ヘル
スケアビジネスのプラットフォームカ
ンパニーとして、課題解決を加速させ、
課題先進国として世界の課題解決に役
立てるため海外展開もスタートしてい
ます。

施設・人財の活用による地域課題の解決

スポーツ・ヘルスケアビジネスのプラットフォームカンパニーへ



学校部活動支援に関する取り組み
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学校部活動支援に関する取り組み6

当社は、部活動におけるノウハウ・ソリューションを提供することで、教員の負担軽減や持続可能な部活動の仕組
み構築を行なっています。⾧期的な事業構築のためのプロデュースや事業の推進・管理等を担うコーディネーショ
ン役を担い、関係各所と連携による総合的な部活動改革の推進を目指しています。

教育委員会 等
＊教育委員会・学校・保護者会

各種民間企業 等
＊事業協賛・支援等

スポーツチーム・指導者
＊プロスポーツチーム・団体
＊民間のスポーツスクール
＊総合型地域スポーツクラブ
＊競技連盟・協会 他

学校部活動

連携・調整・研修等

＝ 学校部活動における「プロデューサー」兼「コーディネーター」

各種調査 運営・管理 予算獲得

事業構築 各種提案 連携・調整

企業協賛・
アクティベーション事業委託 等

各種調整
（運営・管理）



学校部活動支援に関する取り組み7

1 2民間指導委託型モデル 地域部活動型モデル

SDBGではこれらの事業モデルを構築し
自治体・学校の実態にあわせた仕組みづくりを行っています

学校管理下で行われている部活動の「指導業務」を外部指
導者へ委託することで、教員の負担軽減を図るモデル。

休日の学校部活動を学校管理下から切り離し、地域のス
ポーツ活動として行うことで教員の負担軽減を図るモデル。

学校部活動 民間事業者・団体 学校部活動 民間事業者・団体

連携自治体数
事
業
実
績
11 50 121箇所 校 部活動

支援学校数 支援部活動数

スポーツ庁・経済産業省・東京都・杉並区・日野市・流山市・名古屋市・大阪市・泉大津市・うるま市・糸満市・各地域私学 他

※令和3年8月現在



学校部活動支援に関する取り組み8

2017年の事業実施から数々の協議を重ね、うるま市では、学校部活動への事業支援の他、市内生
徒のスポーツ実施率の向上、運動意識の改革のため、学校部活動への外部支援とあわせて、スポーツ
啓蒙活動を実施しています。

2017年度～

民間協賛型部活動
モデル事業開始
市内2校6部活動

部活動支援とスポーツ
啓蒙活動の実施

市内7校14部活動／
市内9校27部活動

2019年度/
2020年度

事業拡大と自走化に
向けた取り組み
市内9校27部活動

2021年度～

自走化に向けた
民間協賛への取り組みとして

地域企業等へのアプローチを検証

他事業にて小学校をフィールドにしたスポーツ実施率向上事業
を実施。またスポーツ庁「スポーツスペース・ボーダーレスプ
ロジェクト」にて学校をフィールドにした学校開放事業を実施
しています。

【概要】
• 市内中学校7校14部活動への外部支援
• スポーツ教室、講演会の実施
• シンポジウム実施（コロナの影響により交流会への変更）
【部活動主な指導者】
• 元プロ野球選手 大野倫氏
• 琉球アスティーダコーチ
• ゼビオ株式会社
• 徳洲会バレーボールチーム（実業団） 他

学校・部活動を中心とした地域活性化モデル
【 沖縄県うるま市の事例 】



うるま市における学校体育施設を有効活用した
スポーツ実施率向上促進モデル



事業の趣旨・目的10

 社会体育施設ならびに学校体育施設の老朽化が進み、早急な対策が必要とされている
 合併市町村であるが故に人口規模に対して過大なスポーツ施設を所有しておりコストセンター化している
▶社会体育施設の整備・縮小とあわせて、社会体育施設に代わるスポーツの場を確保することが必要

令和2年度同事業の採択を受け、うるま市教育委員会ならびに市⾧部局との連携による学校体育施設の有効活
用における検討ならびに実証を行い、市として学校施設の地域開放を促進する方針の打ち出しを行うとともに
本年度はより推進を図っていくための契機となっている。

う
る
ま
市
の
現
状

目
的

 令和2年度事業にて抽出された課題の解決ならびに検討により、具体的なロールモデルの構築を目指すとと
もに、学校体育施設の活用の方策・手法の構築を加速化させることを目的とする。

＊平成３０年度体育・スポーツ施設現況調査結果の概要より当社作成



事業の趣旨・目的11

管理の仕組みが全てアナログ
学校等の開放日調整
利用申請・予約
管理委託者との利用日調整
当日の鍵の管理 等
行政の開庁時間でないと利用申請ができず、利用料
の支払も行政会計の仕組み上、指定の銀行にて振込
対応のため利用者から利便性向上の意見がある

各種ステークホルダーを招へいした有識者会議の設置及び開催

各種ステークホルダーに対する実施に向けた調査

ICTツールを
活用した

学校体育施設の
有効活用の検討モデル校による実証

令和2年度事業にて実施



令和2年度事業の成果と課題12

＊スポーツ庁R2年度事業概要より抜粋



今年度の項目と概要13

今年度の項目と概要（沖縄県うるま市）

項目 概要 手法

①
効率的・効果的
な運営

ICTツールを活用することによる利用者の利便性向上
実証

夜間開放事業と合わせた部活動やスポーツ少年団などの取り組みの統一化
調査・検討

予約管理システムにおける業務削減を目指すため電子決済機能導入
調査・検討

②
施設管理の方針

学校体育施設の指定管理制度の導入を目標とした段階的な管理制度の設計
調査・検討

地域利用を前提とした学校体育施設の建て替え・改修における方針づくり
調査・検討

昨年度継続

今年度新規

今年度新規

昨年度ブラッシュアップ

昨年度ブラッシュアップ

事業内容
① 有識者会議の設置及び開催・事業主体関係者定例会議の開催
② モデル実証
③ 学校体育施設の段階的な制度設計及び提言まとめ



今年度の項目と概要14

モデル実証
＊開催概要
• モデル校:伊波小学校、具志川中学校
• 実施時期:2022年1月～2月（コロナ禍により中断）
• 実施内容:ICTを活用した施設予約ならびに施設管理実証

●学校体育施設の予約管理システムによる申請・予約
●学校夜間開放事業・部活動における体育施設管理

• 活用ツール:SPMクラウドシステム
セルフチェックインシステム「MujInn」
スマートロック「RemoteLock」他

• 実証対象者:学校夜間開放事業 モデル校利用団体 5団体程度
中学校部活動教員及び外部指導者

※今年度は利用団体による実施とあわせて新たに部活動指導者による活用を実証として取り入れる。



実証について15

学校体育施設の予約管理システムによる申請・予約

＊導入に対し議論が必要な課題と解決案
高齢者の対応
→ 社会体育施設指定管理業者との連携
現行の仕組みの一部継続

施設予約の優先（早いもの勝ちになる）
→ 申請におけるルールづくり
行政会計の関係上、窓口の訪問が必要
→ 電子決済機能導入の検討
夜間開放事業以外の施設貸出が別管理
→ 学校体育施設の活用のあり方検討
（事業主体関係者定例会議 議論）

昨年度実証で抽出した課題と対策

令和2年度事業にて構築した予約管理システムを用いて、開放事業におけるモデル校の予約管理を行う。昨年度は、
施設の登録、利用者の登録、予約申請までを行ったが、今年度は電子決済システム機能も活用した実証を行うことで、
より業務負担の軽減及び利用者の利便性向上の可能性を検討する。

利用者の手間、行政職員による管理の手間、更に支払確認がタイムラグがあったことから利用日前の確認が取れない
状況であった。しかし、行政内の税支払いに電子決済の導入が開始されたことから、本事業でも電子決済による実施
について関係各所との調整・検討を行うことで、利便性の向上、業務効率化を検討。



実証について16

学校夜間開放事業・部活動等における体育施設管理

＊導入に対し議論が必要な課題と解決案
履歴管理にはインターネット環境が必要
→ GIGAスクール導入による学校施設の
環境整備

本人確認の方法（顔認証機能はついてい
るが個人情報の関係がある）
→導入のリスク・課題の洗い出しと整理
感染症対策の側面による導入の検討

代表者以外の利用者の開錠
→複数名の利用者登録（1～3名程度）
予約システムとのAPI連携ができてない

昨年度実証で抽出した課題と対策

スマートロックならびにセルフチェックインシステムMujInnを用いて、モデル校にて利用者による開放事業時の鍵
の開錠・施錠を実施ならびに令和5年度以降の休日の部活動の移行が推進されていることを踏まえ、部活動においても
スマートロック・MujInnを活用した施設活用を行う。それにより、これまで部活動やスポーツ少年団において教員の
鍵の開錠・施錠や鍵の受け渡しが必要であった仕組みを改善し、部活動においては休日の地域移行を見据えた検討を
行う。

新型コロナウイルス感染防止対策の一つとして、カメラによる検温機能によるセキュリティー強化と合わせた感染症
対策としての活用も検討ができるため、導入に対するリスクや課題、可能性についても調査・検討を行う。
効率化を図るため、昨年度実証が行えなかった予約システムとのAPI連携を行うことで、予約管理から暗証番号の付
与まで一連の流れで実施。



実証について17

GIGAスクール構想による
学校施設のネットワーク整備

より良い環境づくりに向けて

外部機器の接続
管理者による遠隔管理（確認）

ネットワーク接続による履歴管理

スマートロックの稼働確認

GIGAスクール構想による学校施設のネットワーク整備がされたことで、学校施設内でのネットワー
ク環境が整いつつあることから、今年度は特別にGIGAスクール（学校ネットワーク環境）との連携
による外部機器の接続を行うことでの実証を実施しています。

ネットワークの環境上、施設の場所によっては接続が弱いところなど課題はあるものの、学校施設の活用の可能性
としてGIGAスクールによる環境整備との連携を図ることができたことは今後の学校施設の管理等を行う上での調
査結果にもつなげることができている。



学校体育施設の有効活用における展開の可能性
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予約・利用における利便性の向上 効率的・効果的な運営・管理

効率的・効果的な学校体育施設の有効活用（市民への周知・利用者の増加・規模拡大）

 24時間施設の予約状況の確認・予約ができる
 利用料の支払いがどこでも支払いできる（電子決済等）
 学校活用と市民活用との共存ができ安心して活用ができる
 スポーツだけでなく様々な形での活用ができる 等

 施設活用の調整、予約調整などの業務を削減
 利用料の未払い確認がシステムでチェックができる
 利用者属性・頻度などの集計が一括でできる
 持続的な管理・運営ができる 等

既存の学校施設の活用 施設建て替え・改修による新しい施設の活用

誰が学校体育施設の運営管理を行うのか（直接管理・民間委託・指定管理）

誰が、何の予算を活用するのか

地域利用を見据えた施設の建て替え・改修の予算確保の可能性
（文科省等の予算活用・民間活用（PPP/PFI）等）

利用者を増やすためにはどうするのか（個人利用・民間利用の検討等の利用者属性の拡大）

検
討
ポ
イ
ン
ト

システムの導入等における予算確保の可能性
（内部予算・補助等の活用）

検討する上で課題となる点はどこにあるのか（法令・条例・仕組み等）

「誰が学校体育施設の運営管理を行うのか」「誰が、何の予算を活用するのか」について
可能性や課題など多角的な面からの意見を抽出



学校体育施設の有効活用における展開の可能性20

将来的な地域利用を見据えた学校体育施設づくりの検討

学校施設の状況把握

社会体育施設の状況把握

夜間開放事業による利用規模の把握

地区ごとの人口比率

学校施設の建て替え・改修 社会体育施設の解体

将来的な地域利用を見据えた学校体育施設づくり

計画づくりのために

次年度に向けての検討
学校施設の計画におけるマッピング

ロールモデル地区・学校の設定／必要な機能の整理・検討／予算確保の検討等



学校体育施設の有効活用における展開の可能性21

うるま市における学校施設の有効活用の検討

【うるま市における学校（体育）施設の地域活用の取り組み】
• R2.8 スポーツ庁スポーツスペース・ボーダーレスプロジェクト 受託及び検討開始

学校体育施設の活用実態の調査、課題の抽出、ICTを活用した取り組み検討
• R2.12 12月議会にて議員より学校施設の活用についての発言

（学校体育施設の開放、プール開放等の可能性）
• R3.1～3 実証に向け市内2校へのICTツール（スマートロック等）期間限定の取り付け
• R3.2 学校施設の地域利用（開放）に向けた方針について教育委員会への説明
• R3.7 スポーツ庁スポーツスペース・ボーダーレスプロジェクト 受託及び継続検討

昨年度の課題を踏まえた検討と次年度移行に向けた協議
• R3.12 12月議会にて議員より学校施設の活用についての発言

（学校施設（校舎）の開放、プール使用について）
• R3.1～ これまでの議論、議会からの発言を受け、次年度移行の方針検討

（ICTロールモデル校の検討、プールの開放、校舎の開放の可能性調査内容の検討）

学校施設を地域へより開放していく・利活用するための次年度以降も継続した取り組みを目指す



学校体育施設の有効活用における展開の可能性22

学校（部活動・施設）

部活動の地域移行（ソフト）

学校部活動

地域への開放（ハード）

学校施設

地域部活動・クラブの運営管理や施設の管理を含めた
ソフト＆ハードの一帯管理が必要

地域へ開かれた学校（施設）

人材確保・育成 運営管理

地域が主体となって行う部活動 学校施設を地域へ開放することによる有効活用

施設予約 管理手法

学校を中心としたまちづくり

鍵の管理財源確保

+地域

学校を中心としたソフトとハードの一帯管理の可能性


